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省令別記様式第１（都市計画法施行規則第 14 条関係） 

 

 

 

裁 決 申 請 書 
 

 

     裁決申請者 住所 

           氏名 

     相 手 方 住所 

           氏名 

 

 

  第２８条第２項 

  第５２条の５第３項において準用する第２８条第２項 

  第５７条の６第２項において準用する第５２条の５第３項において準用する第２８条第２項 

都市計画法 第６０条の３第２項において準用する第５２条の５第３項において準用する第２８条第２項 

  第５２条の４第２項 

  第５７条の５において準用する第５２条の４第２項 

  第６８条第２項 

 

の規定による協議が成立しないので、下記により、裁決を申請します。 

 

記 

 

１ 都市計画の種類（地域地区、都市施設、市街地開発事業又は市街地開発事業予定区域に関する都市計

画にあっては、それぞれの種類）（法第６８条第１項の規定による土地の買い取り請求に係る場合にあ

っては、都市計画事業の種類及び名称） 

２ 損失の事実並びに損失の補償の見積り及びその内訳（土地の買取請求に係る場合にあっては、買取請

求に係る土地の価格の見積り及びその内訳） 

３ 協議の経過 

 

年 月 日 

 

裁決申請者 住所 

           氏名                ○印  

殿 

 

備考 

 １ 「損失の事実」については、発生の場所及び時期をあわせて記載すること。 

 ２ 「損失の補償の見積り及びその内訳」については、積算の基礎を明らかにすること。 

 ３ 「協議の経過」については、経過の説明のほかに、協議が成立しない事情を明らかにすること。 

 ４ 裁決申請者又は相手方が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記

載すること。 

 ５ 裁決申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を

省略することができる。 
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省令別記様式第２（都市計画法施行規則第 16 条関係） 

 

 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 

 
 

 

都市計画法第 29 条第 1 項の規定により、開発行為の許可を申請します。

 

    年  月  日 

          様 

 

      許可申請者 住所 

                  電話 

            氏名               

  
※手数料欄 

開 

 

発 

 

行 

 

為 

 

の 

 

概 

 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称
 

２ 開 発 区 域 の 面 積                        平方メートル

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途
 

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名
 

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日                         年    月    日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日                         年    月    日 

７ 

自己の居住の用に供するもの、自己

の業務の用に供するもの、その他の

ものの別 

 

８ 
法第 34 条の該当号及び該当する 

理由 

 

９ そ の 他 必 要 な 事 項  

 ※ 受 付 番 号    年   月   日    第     号 

 ※ 許可に付した条件 
 

 ※ 許 可 番 号    年   月   日    第     号 

 
 備考 １ 宅地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第３条第１項の宅地造成工事規制区域内におい

ては、本許可を受けることにより、同法第８条第１項本文の宅地造成に関する工事の許可が不

要となります。 

 ２ 津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第 73 条第 1 項の特定開発行為

は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。 

    ３ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者

の氏名を記載すること。 

４ ※印のある欄は記載しないこと。 

    ５ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内に

おいて行われる場合に記載すること。 

    ６ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許

可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 

  



 
10-3 

省令別記様式第２の２（都市計画法施行規則第 16 条関係） 

 

 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 

 
 

 

都市計画法第 29 条第 2 項の規定により、開発行為の許可を申請します。

 

    年  月  日 

          様 

 

      許可申請者 住所 

                  電話 

            氏名               

  
※手数料欄 

開 

 

発 

 

行 

 

為 

 

の 

 

概 

 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 

２ 開 発 区 域 の 面 積                        平方メートル

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途 
 

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名 
 

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日                         年    月    日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日                         年    月    日 

７ 

自己の居住の用に供するもの、自己

の業務の用に供するもの、その他の

ものの別 

 

８ そ の 他 必 要 な 事 項 
 

 ※ 受 付 番 号    年   月   日    第     号 

 ※ 許可に付した条件 
 

 ※ 許 可 番 号    年   月   日    第     号 

 
 備考 １ 宅地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第３条第１項の宅地造成工事規制区域内におい

ては、本許可を受けることにより、同法第８条第１項本文の宅地造成に関する工事の許可が不

要となります。 

 ２ 津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第 73 条第 1 項の特定開発行為

は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。 

    ３ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者

の氏名を記載すること。 

４ ※印のある欄は記載しないこと。 

    ５ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許

可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 
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省令別記様式第３（都市計画法施行規則第 16 条関係） 

 

資  金  計  画  書 
１ 収支計画 

                                     （単位 千円） 

 

科   目 金     額 

収 

 

 

 

入 

処   分   収   入  

宅 地 処 分 収 入  

○     ○    ○  

補  助  負  担  金  

○     ○     ○  

○      ○      ○  

計  

支 

 

 

 

出 

用     地      費  

工     事      費  

整  地  工  事  費  

道  路  工  事  費  

排 水 施 設 工 事 費  

給 水 施 設 工 事 費  

○     ○     ○  

附  帯  工  事  費  

事      務      費  

借  入  金  利  息  

○      ○      ○  

  

計  
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２ 年度別資金計画 

                                       （単位 千円） 

 

       

年度 

科目 

 

    年度     年度     年度     年度     年度 計 

支 

 

 

 

 

出 

事  業  費 
      

用 地 費 
      

工 事 費 
      

附帯工事費 
      

事 務 費 
      

借入金利息 
      

○ ○ ○ 
      

借入償還金 
      

○ ○ ○ 
      

計 
      

収 

 

 

 

 

入 

自己資金 
      

借  入  金 
      

○ ○ ○ 
      

処分収入 
      

宅地処分収入 
      

○ ○ ○ 
      

補助負担金 
      

○ ○ ○ 
      

○  ○  ○ 
      

計 
      

借入金の借入先 
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省令別記様式第４（都市計画法施行規則第 29 条関係） 

 

 

工 事 完 了 届 出 書 
 

 
                                        年  月  日 

 

 

                様 

 

 

届出者 住所 

 

 

氏名            

 

 

 都市計画法第 36 条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号  年 月 日第 号）

が下記のとおり完了しましたので届けます。 

 

 

記 

 

 

１ 工事完了年月日    年   月   日 

 

２ 工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 

 

 

 ※ 受 付 番 号 年  月  日  第    号 

 ※ 検 査 年 月 日 年  月  日 

 ※ 検 査 結 果 合      否 

 ※ 検 査 済 証 番 号 年  月  日  第      号 

 ※ 工事完了公告年月日 年  月  日 

 

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載す

ること。 

   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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省令別記様式第５（都市計画法施行規則第 29 条関係） 

 

 

公 共 施 設 工 事 完 了 届 出 書 
 

 

                                     年  月  日 

 

 

               様 

 

 

届出者 住所 

 

 

氏名            

 

 

 都市計画法第 36 条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号  年 月 日第 号）

が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１ 工事完了年月日    年   月   日 

 

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 

 

３ 工事を完了した公共施設 

 

 

 

 ※ 受 付 番 号 年  月  日  第    号 

 ※ 検 査 年 月 日 年  月  日 

 ※ 検 査 結 果 合      否 

 ※ 検 査 済 証 番 号 年  月  日  第      号 

 ※ 工事完了公告年月日 年  月  日 

 

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載す

ること。 

   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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省令別記様式第６（都市計画法施行規則第30条関係） 

 

 

 

開発行為に関する工事の検査済証 
 

 

 

第       号 

平成 年 月 日 

 

 

 

北海道知事 総合振興局長  印 

        振興局長 
市町村長 

 

 

 

 下記の開発行為に関する工事は、  年  月  日検査の結果、都市計画法

第29条の規定による開発許可の内容に適合していることを証明します。 

 

 

 

記 

 

 

１． 許可番号     年  月  日  第    号 

 

 

 

２． 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 

 

 

３． 許可を受けた者の住所及び氏名 
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省令別記様式第７（都市計画法施行規則第30条関係） 

 

 

 

公共施設に関する工事の検査済証 
 

 

 

第       号 

平成 年 月 日 

 

 

 

北海道知事 総合振興局長  印 

        振興局長 
市町村長 

 

 

 

 下記の公共施設に関する工事は、  年  月  日検査の結果、都市計画法

第29条の規定による開発許可の内容に適合していることを証明します。 

 

 

 

記 

 

 

１ 許可番号     年  月  日  第    号 

 

 

 

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 

 

 

３ 工事を完了した公共施設 

 

 

 

４ 許可を受けた者の住所及び氏名 
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省令別記様式第８（都市計画法施行規則第32条関係） 

 

 

 

開発行為に関する工事の廃止の届出書 
 

 

 

      
年  月  日  

 
 
 

   様 
 
 
 

届出者 住所 
 

氏名          
 
 
 都市計画法第38条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号  年  月  

日第    号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。 

 
 
 

記 
 
 
１ 開発行為に関する工事を廃止した年月日    年   月   日 
 
 
２ 開発行為に関する工事の廃止に係る地域の名称 
 
 
３ 開発行為に関する工事の廃止に係る地域の面積 
 
 
 
 
備考   届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表

者の氏名を記載すること。 
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省令別記様式第９（都市計画法施行規則第 34 条関係） 

 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更 

又は第一種特定工作物の新設許可申請書 

      
 

都市計画法第４３条第１項の規定により、建  築  物  の 新   築 

                    第一種特定工作物   改   築 

                               用途の変更 

                               新   設 

の許可を申請します。 

 

    年  月  日 

 

          様 
 

                 許可申請者 住所 

                            電話       番 

               氏名             

 

  

※ 手数料欄 

   建築物を建築しようとする土地、用途の変更をしよう 

 １ とする建築物の存する土地又は第一種特定工作物を新 

   設しようとする土地の所在、地番、地目及び面積 

 

 

 ２ 

 

建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又は 

新設しようとする第一種特定工作物の用途 

 

 

 ３ 

 

改築又は用途の変更をしようとする場合は、既存の建 

築物の用途 

 

   建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又は 

   新設しようとする第一種特定工作物が法第 34 条第１号

 ４ から第１０号まで又は令第 36 条第１項第３号ロから 

   ホまでのいずれの建築物又は第一種特定工作物に該当 

   するかの記載及びその理由 

 

 ５ その他必要な事項  

 ※ 受 付 番 号                   年   月   日    第     号 

 ※ 許可に付した条件  

 ※ 許 可 番 号                   年   月   日    第     号 

 

備考 １ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表

者の氏名を記載すること。 

 ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

 ３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工

作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状

況を記載すること。 
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細則別記第３号様式（北海道都市計画法施行細則第６条関係） 

 

設 計 説 明 書 

 

施行 

地区名 

 

設計の 

方針 

 

工区の 

区分 

工区 第   工区 第   工区 第   工区 第   工 区

地番   

面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

開発区

域内の

土地の

現況 

地目

別概

要 

地 目 宅  地 農  地 山  林 そ の 他 計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

割 合 ％ ％ ％ ％ １００％

所有

者別

概要 

所有者別 自己所有 買収予定 他人所有 そ の 他 計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

割 合 ％ ％ ％ ％ １００％

土地利

用計画 

区分 住宅用地 住宅用地 
公共施設 

用地 

その他の 

用地 
計 

面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

割合 ％ ％ ％ ％ １００％

公共施

設の整

備計画 

区分 道路用地 公園広場等用地 その他の用地 計 

面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

割合 ％ ％ ％ １００％

その

他の

施設 

給水施設 （消防水利 消火栓 基  貯水槽 基  その他） 

電気施設  

ガス施設  

 

備考１ 

 

「設計の方針」の欄には、事業の目的、設計の設定に関する方針等をできるだけ詳しく記

載すること。 

２ 「工区の区分」の欄には、開発区域を工区に分けた場合のみ記入するものとし、別に工区

区分図を添付すること。 
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１ 新たに設置される公共設 

種 類 番号 

概  要 

管 理 者 用地の帰属 概 要 幅員

寸法
延長 面積

  ｍ ｍ ㎡    

        

        

        

        

        

        

        

        

 

 

２ 法第40条第１項の規定が適用される場合における従前の公共施設 

種 類 番号 

概  要 

管 理 者 

公共施設の用に

供する土地の所

有者 

用地の

帰属 
概 要 幅員

寸法
延長 面積

  ｍ ｍ ㎡     

         

         

         

 
一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成13年93号］ 
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細則別記第４号様式（北海道都市計画法施行細則第７条関係） 

 

公共施設の管理者等に関する協議の経過書 
 

                                                              年  月  日 

 

 北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

 

                                    申請者 住 所 

                                            氏 名                        印 

 

都市計画法第32条（都市計画法第34条の2第2項において準用する同法第32条、 

都市計画法第35条の2第4項において準用する同法第32条）の規定による公共施設の 

管理者等との協議の経過は、次のとおりです。 

 

１ 協議年月日 年  月  日 

２ 協 議 先 

 

 

 

 

 

 

３  協議の内容 
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（１） 新たに設置される公共設 

種 類 番号 

概  要 

管 理 者 用地の帰属 概 要 幅員

寸法
延長 面積

  ｍ ｍ ㎡    

        

        

        

        

        

        

        

        

 

 

（２） 法第40条第１項の規定が適用される場合における従前の公共施設 

種 類 番号 

概  要 

管 理 者 

公共施設の用に

供する土地の所

有者 

用地の

帰属 
概 要 幅員

寸法
延長 面積

  ｍ ｍ ㎡     

         

         

         

 

備考 １ １の公共施設用地が２以上の者に帰属することとなる場合には、「摘要」の欄にその旨を

記載し、当該帰属の状態を示す図面その他の資料を添付すること。 

２ 「概要」の欄には、広場、公園、緑地及び消防の用に供する貯水施設ついては面積のみ

を、下水管渠(きょ)については寸法及び延長のみを記入すること。 

３ 公共施設を管理することとなる者との協議を了した協議書の写しを添付すること。 

４ 申請者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。
 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成５年60号・12年143号・13年93号］ 
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細則別記第５号様式（北海道都市計画法施行細則第８条関係） 

 

開発行為の施行等同意書              

年  月  日 

  開発行為者 住 所 

        氏 名       様 

権利者 住 所  

電話      番 

氏 名         印 

  

あなたの施行に係る開発行為については、異議がないので、その施行に同意します。 

 

物件の名称 所在及び地番 現況用途 面  積 権利の内容 利用目的 

   ㎡   

 

備考 １ 権利者の印鑑証明書を添付すること。 

   ２ 権利者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 

 

一部改正［昭和50年規則29号・63年 107号］ 
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細則別記第６号様式（北海道都市計画法施行細則第９条関係） 

 

設計者の資格に関する申告書 
 
                                                             年  月  日 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

  
                                  申告者 住 所 
                                                    電話           番 
                                          氏 名                          
 
   都市計画法第31条（都市計画法第35条の2第4項において準用する同法第31条）に規定する設
計者の資格について次のとおり申告します。 

 

学           歴 

学校の名称 学部及び学科 在 学 期 間 所 在 地 卒業中退の別 

  年 月～ 年 月   

主 な 実 務 経 歴 

勤 務 先 所 在 地 
在職期間（合計 年 月） 

職  名 職務内容 
年月～年月     年 月 

   
    年 月 

  

   
    年 月 

  

   
    年 月 

  

主 な 設 計 経 歴 

事 業 主 体 工事施行者 工事施行場所 面  積    年 月 日 

   ㎡    年 月 日 

       年 月 日 

       年 月 日 

技術士法又は建築士法による資格 

資 格 内 容 取 得 年 月 日 登録又は合格番号 ※照合の印 

    

都市計画法施行規則第19条の

該当資格 
第１号 イ、ロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト、チ 第２号 

 

  備考 １ ※印の欄には記入しないこと。 

    ２ 「学歴」の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入すること。 

    ３ 「主な実務経歴」及び「主な設計経歴」の欄には、宅地開発に関する経歴 

のみを記入すること。 
 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成５年60号・12年143号・13年93号］ 
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細則別記第７号様式（北海道都市計画法施行細則第９条関係） 

 

宅 地 利 用 計 画 書 
 

計画別 
用途別 

総数 
 当該年 ２年目 ３年目 ４年目以降

分譲計画 

分譲区画

総数 

分譲区画数     

割合％     

 

割合累計％     

住宅付分

譲計画 

住宅付 

分譲区画

総数 

住宅付 

分譲区画数 
    

割合％     

 

割合累計％     

自己使用予定区画数  

借地使用区画数  

分譲する場合の１平方メートルの単価 最低    円から 最高     円まで 

 

一部改正［昭和50年規則29号］ 
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細則別記第８号様式（北海道都市計画法施行細則第１０条関係） 

 

 

既 存 の 権 利 者 の 届 出 書 
 

                                                               年  月  日 

総合振興局長（振興局長） 様 

    

                                       届出者 住 所 

                                                            電話       番 

                                             氏 名                            

 

都市計画法第34条第13号（都市計画法第35条の2第4項において準用する同法第34条第13号） 

の規定により、次のとおり土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利について届け出ます。 

 １  職   業 

    （法人にあっては、業務の内容） 

 

 

 

２ 土地の所在及び地番 
 

 

３  土地の地目及び面積 
 

 

４  土地又は土地の利用に関する所有権

以外の権利を有していた目的 

 

 

５  土地利用に関する所有権以外の権利

の種類及び内容 

 

 

６ 予定建築物等の用途 
 

 

７  市街化調整区域の決定又は 

変更された年月日 

 

 

※  整 理 番 号 
 

 ※ 

受 

付 

欄 

 

※ 
土地の所在地

の市町村名 

 

 

 

※  備    考 
 

 

 

    

控       票 

 
届け出者の住所氏名 

 

 

  

※ 

受 

付 

欄 

  

届け出た土地の 

所在及び地番 

 

 

※ 整 理 番 号 
 

 

      

備考１ ※印の欄は、記入しないこと。 

２ 市街化調整区域が決定又は変更の日から起算して５年を超えたときは、開発許可又は建築等の

許可は、受けられません。 

３ 控票は、開発許可又は建築等の許可の申請の際、提示を求めることがありますので大切に保存

してください。 

４ 届出者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 

 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成５年60号・12年143号・19年107号］ 
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細則別記第８号様式の２（北海道都市計画法施行細則第１０条の２関係） 

 

開 発 行 為 協 議 書 
 
  

都市計画法第34条の2第1項の規定により、開発行為の協議をします。 

  

年  月  日 

 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

                                 協議者 職 氏名          

 

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 

２ 開発区域の面積              平方メートル 

３ 予定建築物等の用途 
 

４ 工事施行者住所氏名 
 

５ 工事着手予定年月日                  年  月  日 

６ 工事完了予定年月日                  年  月  日 

７ 
自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

 

８ 
法第34条各号のいずれの開発行為 

に相当するかの記載及びその理由 

 

９ その他必要な事項  

※ 受 付 番 号 年   月   日   第   号 

※ 協 議 成 立  年   月   日   第   号 

 

備考 １ ※印のある欄は、記入しないこと。 

   ２ 「法第34条各号のいずれの開発行為に相当するかの記載及びその理由」の欄は、協議に係

る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記入すること。 

３ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令によ

る許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記入すること。 
 

追加［平成19年規則107号］ 
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細則別記第８号様式の３（北海道都市計画法施行細則第１０条の３関係） 

 

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書 
 

 

 都市計画法第35条の2第1項の規定により、開発行為の変更の 

許可を申請します。 

              年  月  日 

 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

 

      許可申請者 住所 

                       氏名               

 

※ 手数料欄 

 

開 

発 

行 

為 

の 

変 

更 

の 

概 

要 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 

 

２ 開発区域の面積 
 

 

３ 予定建築物等の用途 
 

 

４ 工事施工者住所氏名 
 

 

５ 自己の居住の用に供するもの、 

  自己の業務の用に供するもの、 

その他のものの別 

 

 

５ 法第34条の該当号及び該当する理由 
 

 

６ その他必要な事項 
 

 

開 発 許 可 の 許 可 番 号 年  月  日  第    号 

変 更 の 理 由 
 

※  受 付 番 号 年  月  日  第    号 

※  変更の許可に付した条件 
 

※  変 更 の 許 可 の 許 可 番 号 年  月  日  第    号 

   
備考１ 変更許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

       ２  ※印の欄は、記入しないこと。 

       ３ 「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域内において行われる場

合に記入すること。 

       ４ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要

する場合には、その手続の状況を記入すること。 

     ５ 「開発行為の変更の概要」の欄（「その他必要な事項」の欄を除く。）は、変更前及び変更後の内容を対照させて記

入すること。 

 

追加［平成５年規則60号］、一部改正［平成12年規則143号・19年107号］ 
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細則別記第８号様式の４（北海道都市計画法施行細則第１０条の４関係） 

 

開 発 行 為 変 更 協 議 書 

   

備考 １ ※印の欄は、記入しないこと。 

     ２ 「開発行為の変更の概要」の欄（「その他必要な事項」の欄を除く。）は、変更前及び変

更後の内容を対照させて記入すること。 

     ３ 「法第34条各号のいずれの開発行為に相当するかの記載及びその理由」の欄は、協議に

係る開発行為の変更が市街化調整区域内において行われる場合に記入すること。 

     ４ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の

法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記入すること。 
 

追加［平成19年規則107号］ 
  

 

 都市計画法第35条の2第4項において準用する同法第34条の２第１項の規定により、 

開発行為の変更の協議をします。 

      年  月  日 

 

北海道知事 様 

（  総合振興局長（振興局長）） 

 

協議者 職 氏名          

開
発
行
為
の
変
更
の
概
要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開発区域の面積 平方メートル

３ 予定建築物等の用途  

４ 工事施工者住所氏名  

５ 法第34条各号のいずれの開発行為 

に相当するかの記載及びその理由 
 

６ その他必要な事項  

開発行為に係る協議成立 年  月  日  第    号 

変 更 の 理 由  

※ 受 付 番 号          年  月  日  第    号 

※ 変 更 協 議 の 成 立          年  月  日  第    号 
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細則別記第９号様式（北海道都市計画法施行細則第１１条関係） 

 

工  事  着  手  届 
 
                                                                年  月  日 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

 
 
                                   届出者 住 所 
                                                          電話      番 
                                           氏 名                         
 
   都市計画法施行細則第11条の規定により、次のとおり開発行為に関する工事に着手 
したので届け出ます。 

 

開発許可番号及び 
年月日 

 
第     号          年   月   日 

 

開発区域に含まれる 
地域の名称 

 
 
 

工事着手年月日 
 

                             年   月   日 
 

工事完了予定年月日 
 
                             年   月   日 
 

工事施行者 

住所 
 
 
 

氏名 
 
                         （電話      番） 
 

現場管理者 

住所 
 
 
 

氏名 
 
                         （電話      番） 
 

※ 受付及び処理欄 
 
 
 

  
備考 1  ※印の欄には、記入しないこと。 

     2  届出者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 
 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成５年60号・12年143号・13年93号］ 
 

  



 
10-24 

細則別記第１０号様式（北海道都市計画法施行細則第１２条関係） 

 

90センチメートル  

開 発 許 可 済 標 識 

8
0
セ

ン
チ

メ
ー

ト
ル

 

開 発 許 可 の 番 号 及 び 

年 月 日 
第    号      年  月  日 

許 可 し た 者 
 

開 発 区 域 に 含 ま れ る 地 

域 の 名 称 

 

許可を受けた者

住所 
 

氏名 
 

工 事 施 行 者

住所 
 

氏名 
 

開 発 区 域 の 面 積 
 

予 定 建 築 物 等 の 用 途 
 

工 事 着 手 年 月 日 年  月  日 

工 事 完 了 年 月 日 年  月  日 

 

一部改正［昭和50年規則29号］ 

  



 
10-25 

細則別記第１１号様式（北海道都市計画法施行細則第１４条関係） 

 

用途地域が定められていない土地の区域内における建築物の建築特例許可申請書 

 

                                       年  月  日 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

 

                        申請者 住所 

                                   電話                  番 

                               氏名                         

 

都市計画法第41条第2項ただし書（都市計画法第34条の2第2項において準

用する同法第41条第2項ただし書、都市計画法第35条の2第4項において準用

する同法第41条第2項ただし書）の規定により、次のとおり建築の許可を受

けたいので申請します。 

 

※手数料欄 

 
１ 開発許可番号及び年月日 第     号            年  月  日 

２ 建築物を建築しようとする 

土地の所在、地番及び面積 

 

                                                  ㎡ 

３  建築物の用途 
 

 

４  開発許可の際付けた 

   建築物の制限の内容 

 

 

５ 申請の内容 
 

 

６  工事着手予定年月日 
 

 

７  工事完了予定年月日 
 

 

８  そ の 他 必 要 な 事 項          
 

 

※ 受付番号及び年月日 第     号            年  月  日 

※ 許可に付けた条件  

※ 許可番号及び年月日 第     号            年  月  日 

 

備考 １ ※印の欄は、記入しないこと。 

    ２ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の敷地、構造及び設備に関する制限を変更するこ

とについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記入するこ

と。 

        ３  申請者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 
 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成５年60号・12年143号・13年93号・19年107号］ 
 

  



 
10-26 

細則別記第１２号様式（北海道都市計画法施行細則第１５条関係） 

 

予定建築物等以外の建築等許可申請書 

 

                                       年  月  日 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

                            申請者 住所 

                                          電話    番 

                                  氏名                

 

   都市計画法第42条第1項ただし書の規定により、次のとおり建築物

等の許可を受けたいので申請します。 

 

※手数料欄 

 
１ 開発許可番号及び年月日  第     号           年  月  日 

２ 検査済証番号及び交付年月日  第     号         年  月  日 

３ 予定建築物等以外の建築物若

しくは特定工作物を新築し、若

しくは新設しようとする土地又

は改築し、若しくは用途を変更

しようとする建築物の存する土

地の所在、地番及び面積 

 

 

 

 

 

                                             ㎡ 

４ 予定建築物等の用途 
 

 

５  予定建築物の変更の申請内容 
 

 

６  その他必要な事項 
 

 

※ 受付番号及び年月日  第     号         年  月  日 

※ 許可に付けた条件 
 

※ 許可番号及び年月日  第     号         年  月  日 

 

備考 １ ※印の欄は、記入しないこと。 

    ２ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の敷地、構造及び設備に関する制限を変更するこ

とについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記入するこ

と。 

        ３  申請者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 
 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成12年143号・13年93号］ 
 

  



 
10-27 

細則別記第１２号様式の２（北海道都市計画法施行細則第１５条の２関係） 

 

予定建築物等以外の建築等協議書 

 

                                                      年  月  日 

 

北海道知事 様 

（  総合振興局長（振興局長））様 

 

                               協議者 職 氏名                   

 

   都市計画法第42条第２項の規定により、次のとおり建築等の協議をします。 

 

 
１ 開発許可番号及び年月日  第    号      年  月  日 

２ 検査済証番号及び交付年月日  第    号      年  月  日 

３ 予定建築物等以外の建築 物若

しくは特定工作物を新築し、若し

くは新設しようとする土地又は改

築し、若しくは用途を変更しよう

とする建築物の存する土地の所在

、地番及び面積 

 

 

 

 

 

                                         ㎡ 

４ 予定建築物等の用途 
 

 

５  予定建築物の変更の協議内容 
 

 

６  その他必要な事項 
 

 

※ 受付番号及び年月日  第    号      年  月  日 

※ 変更協議の成立  第    号      年  月  日 

   
備考 １ ※印の欄は、記入しないこと。 

      ２  「その他必要な事項」の欄には、建築物若しくは特定工作物の新築若しくは新設又は建

築物の新築、改築又は用途の変更をすることについて、他の法令による許可、認可等を要

する場合には、その手続の状況を記入すること。 
 

追加［平成19年規則107号］ 
 

  



 
10-28 

細則別記第１２号様式の３（北海道都市計画法施行細則第１５条の４関係） 

 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設協議書 

 

    

都市計画法第43条第３項の規定により、 

建築物 

 

第一種特 

定工作物 

の

新   築 

改   築 

用途の変更 

新   設 

の協議 

をします。 

                      

        年  月  日 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

 

       

協議者 職 氏名          

 

１ 建築物を建築しようとする土地、用途の

変更をしようとする建築物の存する土地

又は第一種特定工作物を新設しようとす

る土地の所在、地番、地目及び面積 

 

２ 建築しようとする建築物、用途の変更後

の建築物又は新設しようとする第一種特

定工作物の用途 

 

３ 改築又は用途の変更をしようとする場

合は、既存の建築物の用途 

 

４ 建築しようとする建築物、用途の変更後

の建築物又は新設しようとする第一種特

定工作物が法第34条第１号から第10号ま

で又は政令第36条第１項第３号ロからホ

までのいずれの建築物又は第一種特定工

作物に該当するかの記載及びその理由 

 

５ その他必要な事項  

※ 受 付 番 号              年   月   日    第     号 

※ 協 議 成 立              年   月   日    第     号 

 

備考 １ ※印のある欄は記入しないこと。 

２ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定

工作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続

の状況を記入すること。 
 

追加［平成19年規則107号］ 
 

  



 
10-29 

細則別記第１３号様式（北海道都市計画法施行細則第１６条関係） 

 

開発行為等に基づく地位の承継届出書 

 

                                  年  月  日 

 

北海道知事 様 

（  総合振興局長（振興局長）） 

 

                   承継人 住所 

                             電話        番 

                       氏名               

 

  都市計画法第44条の規定による開発（建築）許可に基づく地位を承継したので、次 

のとおり届け出ます。 

１ 開発許可等の番号 

及び年月日 

 

  第    号          年  月  日 

 

２ 開発（建築）区域に 

含まれる地域の名称 

 

 

 

３ 被承継人の住所及び 

氏名 

 

 

 

４ 承継年月日 

 

  年  月  日 

 

５ 承継の原因 

 

 

 

 

※ 

受 

付 

欄 

 

 

  

備考 １ ※印の欄は、記入しないこと。 

    ２ 承継の原因が相続の場合は承継人の戸籍謄本等を、合併の場合は合併後の法人の登記簿

謄本を添付すること。 

    ３ 承継人が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 
 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成12年143号・13年93号］ 

  



 
10-30 

細則別記第１４号様式（北海道都市計画法施行細則第１７条関係） 

 

開発許可に基づく地位の承継承認申請書 
 
                                                  年  月  日 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

 

                            承継人 住所 
                                  電話       番
                                氏名                
 
    都市計画法第45条の規定により、次のとおり開発許可に基 
づく地位を承継したいので申請します。 
 

 
※手数料欄 

 
１  開発許可番号及び 
  年月日 

 
  第     号          年  月  日 
 

２ 開発区域に含まれる 
地域の名称 

 
 
 

３  被承継人の住所 
  及び氏名 

 
 
 

４ 承継年月日 
 
                    年  月  日 
 

５ 承継の理由 
 
 
 

６ 工事施行者の住所 
  及び氏名 

 
 
 

７ 工事着手予定年月日 
 
                    年  月  日 
 

８ 工事完了予定年月日 
 
                    年  月  日 
 

９ その他必要な事項 
 
 
 

※ 受付番号及び年月日 
 
  第     号          年  月  日 
 

※ 承継承認番号 
 
  第     号          年  月  日 
  

  備考  １ ※印の欄は、記入しないこと。 
    ２ 開発許可を受けた者から、土地の所有権その他工事施行のために必要な権原を取得した

ことを証する書類を添付すること。 

    ３ 承継人が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 
 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成12年143号・13年93号］ 

  



 
10-31 

細則別記第１５号様式（北海道都市計画法施行細則第１８条関係） 

開 発 登 録 簿              

 

開発許可を受けた者 
住 所   

氏 名  

許可に基づく地位の承継者 

年 月 日  

住 所  

氏 名  

開発許可の年月日及び番号 
年 月 日  

番 号  

法第41条第１項の規定 

による制限の内容 

年 月 日

内 容
 

年 月 日

内 容
 

年 月 日

内 容
 

工事期間 

着 手

年 月 日
 

完 了

年 月 日
 

工事施行者 
住 所  

氏 名  

 

開発区域に

含まれる地

域の名称及

び 面 積 

当 初 

年   月  日 
年  月  日 面積 

㎡  

変 更 

年   月  日 
年  月  日 面積 

㎡

変 更 

年   月  日 
年  月  日 面積 

㎡

予定建築物

等 の 用 途 

当 初 

年   月  日 
年  月  日 

変 更 

年   月  日 
年  月  日 

変 更 

年   月  日 
年  月  日 

 

完了検査及

び完了公告

年月日 

開 発 行 為 公 共 施 設  

第    工区 
検 査 年 月 日 検 査 年 月 日 

種 別 
 

公 告 年 月 日 公 告 年 月 日 

第    工区 
検 査 年 月 日 検 査 年 月 日 

種 別 
 

公 告 年 月 日 公 告 年 月 日 

第    工区 
検 査 年 月 日 検 査 年 月 日 

種 別 
 

公 告 年 月 日 公 告 年 月 日 

第    工区 
検 査 年 月 日 検 査 年 月 日 

種 別 
 

公 告 年 月 日 公 告 年 月 日 

 備 考   

 
一部改正［昭和50年規則29号・平成13年93号］ 

  



 
10-32 

細則別記第１６号様式（北海道都市計画法施行細則第１９条関係） 

 

開 発 登 録 簿 写 し 交 付 請 求 書 

  

                                                       年  月  日 

 

北海道知事 様 

（  総合振興局長（振興局長）） 

 

                             請求者 住 所 

                                                             電話       番 

                                    氏 名                                   

 

   都市計画法第47条第５項（都市計画法第34条の２第２項において準用する同法第47条第５項）

の規定により、次のとおり開発登録簿の写しの交付を受けたいので請求します。 

１ 開発許可番号及び年月日 

 

許可第  号                 年  月  日 

 

２ 開発許可を受けた者 

住所 

 

 

 

氏名 

 

 

 

３  開発区域に含まれる 

地域の名称 

 

 

 

４  登録簿写しの交付部数 

 

                          部 

 

※受 付 欄 

 

 

 

 

 ※ 
手数

料欄

 

受   付 

年  月  日 

 

 

           年   月   日 

 

 

   

備考 １ ※印の欄には、記入しないこと。 

      ２ 請求者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 
 

一部改正［昭和50年規則29号・63年107号・平成５年60号・12年143号・13年93号・19年107号］ 
 

  



 
10-33 

細則別記第１６号様式の２（北海道都市計画法施行細則第１９条の２関係） 

 

市街地開発事業等予定区域内建築等許可申請書 
 

年  月  日 

 

           様 

 

申請者 住所 

 

                          氏名               

 

                             電話 

 

都市計画法第52条の2第1項の規定により、次のとおり建築等の許可を受けたいので申請します。 

 

１ 建築を行おうとする土地の所在及び地番 

 

 

 

２ 建築を行おうとする土地の所有者及び 

占有者の氏名及び住所 

（法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名） 

 

 

 

 

 

３ 建築等の種類及び内容 

 

 

 

４ 建築等を行おうとする期間 

 

 

 

５ 添付図書 

 （１）位置図 

 （２）計画平面図 

 

 

 

 

備考 申請者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 
 

追加［昭和57年規則35号］、一部改正［昭和63年規則107号］ 

  



 
10-34 

細則別記第１６号様式の３（北海道都市計画法施行細則第１９条の３関係） 

 

施行予定者が定められている都市計画施設区域内建築等許可申請書 
 

年  月  日 

 

           様 

 

申請者 住所 

 

                          氏名               

 

                             電話 

 

都市計画法第57条の3第1項において準用する同法第52条の2第1項の規定により、次のとおり建

築等の許可を受けたいので申請します。 

 

１ 建築を行おうとする土地の所在及び地番 

 

 

 

２ 建築を行おうとする土地の所有者及び 

占有者の氏名及び住所 

（法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名） 

 

 

 

 

 

３ 建築等の種類及び内容 

 

 

 

４ 建築等を行おうとする期間 

 

 

 

５ 添付図書 

 （１）位置図 

 （２）計画平面図 

 

 

 

 

備考 申請者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 
 

追加［昭和57年規則35号］、一部改正［昭和63年規則107号］ 

  



 
10-35 

細則別記第１９号様式（北海道都市計画法施行細則第２２条関係） 

 

都市計画法適合証の交付請求書 

 

 

都市計画法施行規則第60条の規定により、次のことについて都

市計画法の規定に適合している旨の証明書の交付を請求しま

す。 

年  月  日 

北海道知事 様 

（総合振興局長（振興局長）） 

 

申請者 住所                           

               電話             番 

氏名               

 

※ 手数料欄 

建築

物等

に関

する

事項 

敷地の所在及び地番 
 

区域区分 

□市街化区域 

□市街化調整区域 

□その他の区域 

用途 

地域 

 

開発許可等の 

年月日及び番号 

年  月  日 第  号（  ） 

年  月  日 第  号（  ） 

年  月  日 第  号（  ） 

都市計画法第41条 

による制限の内容 

 

建築等の計画の概要 

開発行為 有  無（        ㎡） 

用途 

 
敷地 

面積 
㎡

工事の種別

 
建築等

の面積

 

その他必要事項 
 

※受付欄 

 

備考 １ ※印の欄には、記入しないこと。 

   ２ 建築確認申請書の写しを添えること。 

 

  



 
10-36 

細則別記第１９号様式の２（北海道都市計画法施行細則第２２条の２関係） 

 

 

 

90センチメートル 

 

都
市
計
画
法
に
よ
る
命
令
の
公
示 

 

（
土
地
又
は
工
作
物
等
の
）
所
在
地 

 

命
令
を
受
け
た
者
の
氏
名 

 
 

こ
の
（
土
地
又
は
工
作
物
等
）
は
、
都
市
計
画
法
に
違
反
し
て
い
る
の
で
、 

 
 

年 
 
 

月 
 

日
付
け
で
、
同
法
第
八
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
き 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を
命
じ

た
。 

注 １ 

こ
の
標
識
を
損
壊
し
た
者
は
、
公
文
書
毀
棄
罪
で
罰
せ
ら
れ
ま
す
。 

２ 

こ
の
命
令
に
違
反
し
て
、 
 
 
 
 

を
行
っ
た
場
合
は
、
都
市
計
画
法
第
九
十
一
条
又
は

第
九
十
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
罰
せ
ら
れ
ま
す
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水
道
事
業
者
名 

 
 
 
 
 

水
道 

３ 
 
 

年 
 

月 
 

日
、 

電
気
事
業
者
名 
に
対
し
て 

電
気 

の
供
給
の
申
込
み
の 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ガ
ス
事
業
者
名 

 
 
 
 
 

ガ
ス 

承
諾
を
保
留
す
る
よ
う
要
請
し
て
い
ま
す
。 

  
 
 
 

年 
 

月 
 

日 

  
 

北
海
道
知
事 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ 
 

総
合
振
興
局
長
、
振
興
局
長
） 

8
0
セ

ン
チ

メ
ー

ト
ル

 

 
追加［平成5年規則60号］、一部改正［平成12年規則143号］ 
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細則別記第２０号様式（北海道都市計画法施行細則第２３条関係） 

 

 

（表面） 

 

９センチメートル 

 

 第   号 

 

身 分 証 明 書              
 

住所              

氏名              

年  月  日生 

 

 都市計画法第82条第１項の規定により立入検査をする者であることを証します。 

   年  月  日 

北海道知事        印 

                      （総合振興局長、振興局長） 

６
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
 

 

（裏面） 

都 市 計 画 法 抜 粋              

（立入検査） 

第82条 国土交通大臣、都道府県知事若しくは指定都市等の長又はその命  

じた者若しくは委任した者は、前条の規定による権限を行うため必要が 

ある場合においては、当該土地に立ち入り、当該土地若しくは当該土地 

にある物件又は当該土地において行われている工事の状況を検査するこ

 とができる。 

２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示 

す証明書を携帯しなければならない。 

３ 前項に規定する証明書は、関係人の請求があったときは、これを提示 

しなければならない。 

４ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められた 

ものと解してはならない。 

 
一部改正［昭和47年規則20号・50年29号・63年107号・平成12年143号・13年１号・93号］ 

 

 



 
10-38 

別記第 1 号様式の（１） 
 

件名 都市計画法第  条第  項による許可申請について 

市 
 

町 
 

村 
 

の 
 

欄 

 
                                                     年  ⽉  ⽇ 
 
 北海道知事       様 
 
                                                    市町村⻑               
 
 
〈意 ⾒〉 
                                       
                                       
                                       
                                       
                                       
  
 

総 
合 
振 
興 
局 
・ 
振 
興 
局 
の 
欄 

 
                                                             年  ⽉  ⽇ 
 
 北海道知事        様 
 
                                                総合振興局⻑(振興局⻑）  
 
 
〈意 ⾒〉 
                                       
                                       
                                       
                                       
                                       
 
 

 
受 
付 
欄 
 

本 
 

庁 

 
総
振
局 
等 

 
市 
町 
村 
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別記第 1 号様式の（２） 
 

標 題 都市計画法第  条第  項による許可申請について 

 
                                                     年  ⽉  ⽇ 
 
       総合振興局⻑(振興局⻑) 様 
 
                                                    市町村⻑                  
 
 

意 ⾒ 
                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

  
 

 

総合振興局・振興局 
受付 

市町村受付 

No. No. 
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別記第 2 号様式 
 

許可申請の審査処理経過表 

申 請 者 ⽒ 名  

施⾏地区の所在  

施⾏地区の⾯積  

年  ⽉  ⽇ 処    理    経    過 係員 

受 
 

付 
 

及 
 

び 
 

処 
 

理 

 申 請 書 受 理  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

農 地 転 ⽤  

規  制  法  

開 発 審 査 会  
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別記第３号様式の（１） 
 

審 査 表 − １ 

審  査  事  項 可 
不
可 

不
必
要 

指 摘 内 容 処 理 経 過 

申 請 書      

⼿      数      料      

公 共 施 設 の 協 議 経 過 書      

20ｈａ以上の場合の協議の経過書      

宅 地 利 ⽤ 計 画 書      

公 図 の 写 し （ 地 番 図 ）      

登 記 簿 謄 本      

同           意           書      

資 ⾦ 計 画 書      

申 請 者 の 資 ⼒ 及 び 信 ⽤      

⼯ 事 施 ⾏ 者 の 能 ⼒      

設 計 資 格 申 告 書      

設 計 説 明 書      

位           置           図      

区           域           図      

現           況           図      

⼟ 地 利 ⽤ 計 画 図      

造 成 計 画 平 ⾯ 図      

排 ⽔ 計 画 平 ⾯ 図      

給 ⽔ 計 画 平 ⾯ 図      

施 ⾏ 地 区 縦 横 断 図      

道 路 縦 断 図      

下 ⽔ 道 縦 断 図      

が け の 断 ⾯ 図      

擁 壁 の 断 ⾯ 図      

道 路 定 規 図      
 
 



 
10-42 

 
審 査 表 − ２ 

審  査  事  項 可 
不
可 

不
必
要 

指 摘 内 容 処 理 経 過 

⼯ 作 物 の 詳 細 図      

各 種 計 算 書      

そ の 他      

予 定 建 築 物 の ⽤ 途      

道 
 

路 

都 市 計 画 へ の 適 合      

配   置 、 幅   員      

勾          配      

歩 ⾞ 道 区 分 隅 切      

接 続 先 道 路      

公 
園 
・ 
広 
場 

都 市 計 画 へ の 適 合      

率 、 ⾯ 積 、 配 置      

形 状 、 勾 配      

安 全 措 置      
公 益 施 設 ⽤ 地 
(20ｈａ以上、教育、医療、交通) 
購売、官公庁サービス施設 

     

排
⽔ 

都 市 計 画 へ の 適 合      

汚 ⽔ 排 ⽔ ⽅ 法      
街 渠 、 管 渠 、 桝 
マ ン ホ ー ル の 位 置      

勾   配 、 断   ⾯      

流          末      

⽔
道 

都 市 計 画 へ の 適 合      

種   別 、 配   置      

構 造 、 能 ⼒ 、 ⽔ 質      
消
防
⽔
利 

種   別 、 配   置      

能          ⼒      
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審  査  事  項 可 
不
可 

不
必
要 

指 摘 内 容 処 理 経 過 

敷
地
の
安
全 

軟 弱 地 盤 の 処 理      
切 ⼟ 、 盛 ⼟ に よ る 
す べ り 防 ⽌      

盛 ⼟ の 締 固 め      

宅 地 勾 配      

擁          壁      
擁 壁 に よ っ て お お わ 
れ な い が け ⾯ 保 護      

輸 送 の 便（40ｈａ 6000 ⼈以上）      

作
⼯
物
の
構
造 

Ｕ 型 溝 Ｌ 型 溝 管 渠      

桝 、 マ ン ホ ー ル      

流 末 吐 ⼝ ⼯      

防 ⽕ 貯 ⽔ 槽      

道         路      

擁         壁      

そ の 他      

防 災 措 置      
開発⾏為を⾏うのに適当でない

区域内の⼟地(※)の有無      

建 物 平 ⾯ 図      

建 物 ⽴ ⾯ 図      

現 況 写 真      

申 請 理 由 書      
(※)災害危険区域、地すべり防⽌区域、⼟砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域 
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別記第３号様式の（２） 
 

建築承認申請の審査表 

番号 審 査 事 項 可 不可 指 摘 内 容 処 理 経 過 

１ 建築⼜は建設することが開発
許可⼯事の⽀障になるか。     

２ 
開発⾏為がほぼ完了し敷地に
通じる道路及び流末⽔路等の
公共施設が整備されているか。 

    

３ 開発⾏為と区分して施⼯する
ことが不適当であるか     

４ 
申請者と開発⾏為者が異なる
場合の開発⾏為者の同意。（印
鑑証明含） 

    

５ 
⼯事施⼯状況写真 
（公共施設等も含む）     

６ 位 置 図 
（1／50,000 以上）     

７ ⼟地利⽤計画図 
（1／1,000 以上）     

８ 
建物⽴・平⾯図 

（1／100 以上）     

９ ⼯   程   表     

１０ そ   の   他     

総    評     
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別記第４号様式 
資⾦計画書及び申請書の資⼒信⽤審査表 

審査事項 可 
不
可 

不
必
要 

指 摘 内 容 処 理 経 過 

資
⾦
計
画
書 

収⽀計画と年度別資⾦計画の⼀致      
⾃⼰資⾦、借⼊⾦の合計額が⽤地費・⼯事費の 
合計額の１／３以上      

⾃⼰資⾦と預⾦残⾼証明書の確認    ⾃⼰資⾦     円  

借⼊⾦と融資証明書の確認    借⼊⾦             円  

宅地処分収⼊の過⼤⾒積      

資
⼒
及
び
信
⽤ 

納税証明書 
（個⼈は所得税、法⼈は法⼈事業税） 

有 無    滞納の有無  

固定資産の価格の証明書 有 無      

財務 
諸表 

貸借対照表 有 無    繰越損失⾦（多額）の有無  

損益計算書 有 無      

預⾦残⾼証明書 有 無    あて先の照合  

融資証明書 有 無    あて先の照合  

地主との売買契約書の写し 有 無      

⼯種別⼯事費を記載した書類 有 無      

事業経歴書 有 無      

未帰属の公共施設 有 無      

※ 審査事項欄の有無は書類添付の有無 
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別記第５号様式 
 
 
 
                 都市計画法による開発⾏為に係る融資証明書 
 
 
 
 
 1.  融  資  先 
 
 
 
 
 
 2.  融 資 事 業 名        
 
 
 
 
 
 3.  融 資 ⾦ 額        
 
 
 
 
 
 4.  融資予定年⽉⽇ 
 
 
 
 
 
 
 
 
         上記のとおり融資を⾏うことを証明します。 
 
 
 
 
         年  ⽉  ⽇ 
 
 
 
 
                  融資者名 
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別記第６号様式 
 
⼯種別⼯事費内訳書 
 

⼯    種 ⼯ 事 量 ⾦ 額［千円］ 主 な 内 訳 摘     要 

１. ⼟  ⼯  事 
    （整地⼯事） Ａ＝ ㎡  

 
 
 

 
 
 

・切 ⼟ 量Ｖ＝  ‰ 
・盛 ⼟ 量Ｖ＝    ‰ 
・敷地⾯積Ａ＝   ㎡ 

⼟ 質：     
 
 

２. 街 路 ⼯ 事 Ｌ＝ ｍ 
 
 
 

 
 
 

・幹 線 道 路       （Ｗ＝ ｍ）Ｌ＝ ｍ 
・補助幹線道路  （Ｗ＝ ｍ）Ｌ＝ ｍ 
・区 画 道 路        （Ｗ＝ ｍ）Ｌ＝ ｍ 

舗装厚：Ｔ＝ ㎝ 
  〃  ：Ｔ＝ ㎝ 
  〃  ：Ｔ＝ ㎝ 

３. ⾬⽔排⽔⼯事 Ｌ＝ ｍ 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・本管   （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
・⽀管    （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 

管種：      
 
 
管種：      
 
 

４. 汚 ⽔ 排 ⽔ ⼯ Ｌ＝ ｍ 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・本管   （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
・⽀管    （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 

管種：      
 
 
管種：      
 
 

５. 公 園 ⼯ 事 Ａ＝ ㎡ 
 
 
 

 
 
 

・第１号公園 Ａ＝  ㎡ 
・第２号公園 Ａ＝  ㎡ 
・第３号公園 Ａ＝  ㎡ 

 
 
 

６. 給 ⽔ ⼯ 事 Ｌ＝ ｍ 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・本管   （f ＝   œ）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   œ）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   œ）Ｌ＝   ｍ 
・⽀管    （f ＝   œ）Ｌ＝   ｍ 
          （f ＝   œ）Ｌ＝   ｍ 

管種：      
 
 
管種：      
 

７. 擁 壁 ⼯ 事   １  式  

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・積ブロック      （Ｈ＝ ｍ）Ｌ＝ ｍ 
                  （Ｈ＝ ｍ）Ｌ＝ ｍ 
・コンクリート擁壁（Ｈ＝ ｍ）Ｌ＝ ｍ 
                  （Ｈ＝ ｍ）Ｌ＝ ｍ 

 
 
 
 
 

８. 防 災 ⼯ 事   １  式  
 
 
 
 

 
 
 
 

・砂防ダム（規模：    ）  ヶ所 
・盲暗渠   （f ＝   ㎝）Ｌ＝   ｍ 
・その他（             ） 

 
 
管種：      
 

９. そ の 他   １  式  
 
 
 
 

 
 
 
 

・終末処理施設（規模：       ⼈） 
・植樹（種類：           本） 
・その他（              ） 

 
 
 
 

 直 接 ⼯ 事 費 計  
 

 
 

 
 

 
 

 共 通 仮 設 費  
 

 
 

 
 

 
 

 現 場 管 理 費  
 

 
 

 
 

 
 

 ⼀ 般 管 理 費  
 

 
 

 
 

 
 

 本 ⼯ 事 費 計  
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別記第７号様式 
 
                                 年   ⽉   ⽇ 
 
 

北海道知事       様 
 
 
                                            申 請 者 
 
                                                      住  所 
 
                                                      ⽒  名              
 
 
 
 
                              変    更    届 
 
 
 このことについて、次のとおり変更したので届出します。 
 
                                              記 
 
 変 更 前 
 
  変 更 後 
 
  変更年⽉⽇ 
 
  変更理由      
 
 
  （参考） 
 
    許可年⽉⽇                                年   ⽉   ⽇ 
 
    許可番号                                第              号指令 
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別記第８号様式（１） 
 

建 築 承 認 申 請 書 

 
 
  都市計画法第37条第１号の規定に基づく建築の承認を得たく申請します。 
                               
                               
            年   ⽉      ⽇ 
                              
                               
                              様 
                               
                                                  住所 
                                           申請者    
                                                   ⽒名 
 
開 発 許 可 を 受 け た 者 の 
住 所 及 び ⽒ 名 

 

開 発 区 域 の 名 称 
 

開 発 許 可 番 号 及 び 年 ⽉ ⽇  第      号       年   ⽉   ⽇ 

開 発 区 域 の ⾯ 積              ㎡  建築申請地区⾯積              ㎡ 

予 定 建 築 物 の ⽤ 途 
 

開発⾏為中に建築する理由 
 

他の法令による⽤途地域その他 
建築規制区域⼜は地区の名称 

 

建 
 

築 
 

計 
 

画 

⼾ 数 及 び ⾯ 積 
             棟 建築⾯積                            ㎡ 
             ⼾ 延 ⾯ 積                            ㎡ 

構        造  

⼯        期              年   ⽉   ⽇ から 
             年   ⽉   ⽇ まで 

備            考  

※ 承 認 番 号 及 び 年 ⽉ ⽇  第        号        年   ⽉   ⽇ 
 （注）１ ※印の欄は記⼊しないこと。 
    ２ 申請者が開発⾏為者と異なる場合は建築することについて開発⾏為者の同意書を添付すること。 
  

正 
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別記第８号様式（２） 
 
 

建 築 承 認 通 知 書 

※ 
 

承 
 

認 
 

通 
 

知 
 

欄 

 
 
   この申請書に係る建築の施⾏については、次の条件を付して承認します。 
                               
      承認第     号 
                               
            年   ⽉      ⽇ 
                              
                               
                              様 
                                                    印 
 

開 発 許 可 を 受 け た 者 の 
住 所 及 び ⽒ 名 

 

開 発 区 域 の 名 称 
 

開 発 許 可 番 号 及 び 年 ⽉ ⽇  第      号       年   ⽉   ⽇ 

開 発 区 域 の ⾯ 積              ㎡  建築申請地区⾯積              ㎡ 

予 定 建 築 物 の ⽤ 途 
 

開発⾏為中に建築する理由 
 

他の法令による⽤途地域その他 
建築規制区域⼜は地区の名称 

 

建 
 

築 
 

計 
 

画 

⼾ 数 及 び ⾯ 積 
             棟 建築⾯積                            ㎡ 
             ⼾ 延 ⾯ 積                            ㎡ 

構        造  

⼯        期 承認の⽇ から       年   ⽉   ⽇ まで 

備            考  

 （注） ※印の欄は記⼊しないこと。 
 

教     ⽰ 
１ この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った⽇の翌⽇から起算し

て３⽉以内に、北海道知事に審査請求をすることができます。 

副 
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２ この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った⽇（前項により審査

請求をしたときは、当該審査請求に対する裁決があったことを知った⽇）の翌⽇から起算し
て６⽉以内に北海道（訴訟において北海道を代表する者は、北海道知事となります。）を被
告として、○○地⽅裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。 

ただし、処分⼜は裁決があったことを知った⽇の翌⽇から起算して６⽉以内であっても、
処分⼜は裁決の⽇の翌⽇から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起すること
ができなくなります。 

 
                                        （    部    課    係） 
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別記第９号様式 
受 付 申請場所 申 請 者 施⾏ 

⾯積 ⼿数料 許可 
番号 

許可 
年⽉⽇ 

⼯事着⼿ 
年⽉⽇ 

完了予定 
年⽉⽇ 予 定 建 築 物 完了届受理 

年⽉⽇ 
完了検査 
年⽉⽇ 

検査済証 完了公告 
年⽉⽇ 備 考 年⽉⽇ 番号 住 所 ⽒ 名 番号 年⽉⽇ 

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 

       

                     
 

   最終許可住所 最終⽒名 最終許可⾯積 市調⾮ 
 準外 

同時許可 
農林宅地 

第 1 回変更 
許可番号 

第 1 回変更 
許可年⽉⽇ 

第２回変更 
許可番号 

第２回変更 
許可年⽉⽇ 

第３回変更 
許可番号 

第３回変更 
許可年⽉⽇ 
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別記第１０号様式 
 

検査番号 交付年⽉⽇ 申 請 場 所 ⽒   名 許可番号 備 考 
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別記第１１号様式（１） 
 
       第      号指令 
 
                                      （住 所）        
                     （⽒ 名）        
 
    年( 年) ⽉ ⽇申請の開発⾏為は、都市計画法（昭和43年法律第100号）
第29条第 項の規定により、許可します。 
  ただし、次の条件を守らなければなりません。 
 
          年（  年） ⽉ ⽇ 
                        北海道知事 
                                        （  総合振興局⻑（振興局⻑）） 
 

     １  許可の内容は、次のとおりとします。 
 

（１） 開発区域に含まれる地域の名称 
                                        

（２） 開発区域の⾯積 
                        平⽅メートル 
 

（３） 予定建築物等の⽤途 
 

（４） 開発⾏為の期間 
 
                  許可の⽇から   年( 年) ⽉ ⽇まで 
 
       ２  許可の条件は、次のとおりとします。 
 

    教     ⽰ 
１ この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った⽇の翌⽇から起

算して３⽉以内に、北海道開発審査会に審査請求をすることができます。 
２ この処分について不服がある場合には、前項の審査請求に対する裁決があったことを知

った⽇の翌⽇から起算して６⽉以内に北海道（訴訟において北海道を代表する者は、北海
道知事となります。）を被告として、○○地⽅裁判所に処分の取消しの訴えを提起するこ
とができます。 

  ただし、裁決があったことを知った⽇の翌⽇から起算して６⽉以内であっても、裁決の
⽇の翌⽇から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな
ります。 

 
                                                  （    部    課    係） 
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別記第１１号様式（２） 
 
       第      号指令 
 
                                      （住 所）         
                     （⽒ 名）        
 

 年( 年) ⽉ ⽇申請の開発⾏為は、都市計画法（昭和43年法律第100号）
第35条の２の規定により、許可します。 
  ただし、次の条件を守らなければなりません。 
 
          年（  年） ⽉ ⽇ 
                        北海道知事 
                                        （  総合振興局⻑（振興局⻑）） 
 

     １  許可の内容は、次のとおりとします。 
 

（１） 開発区域に含まれる地域の名称 
                           

（２） 開発区域の⾯積 
                        平⽅メートル 
 

（３） 予定建築物等の⽤途 
 

（４） 開発⾏為の期間 
 
                  許可の⽇から   年( 年) 年 ⽉ ⽇まで 
 

（５） 変更内容 
 
       ２  許可の条件は、次のとおりとします。 
 

    教     ⽰ 
１ この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った⽇の翌⽇から起

算して３⽉以内に、北海道開発審査会に審査請求をすることができます。 
２ この処分について不服がある場合には、前項の審査請求に対する裁決があったことを知

った⽇の翌⽇から起算して６⽉以内に北海道（訴訟において北海道を代表する者は、北海
道知事となります。）を被告として、○○地⽅裁判所に処分の取消しの訴えを提起するこ
とができます。 

  ただし、裁決があったことを知った⽇の翌⽇から起算して６⽉以内であっても、裁決の
⽇の翌⽇から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな
ります。 

 
                                                （    部    課    係） 
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別記第１２号様式 
 

   第      号指令 
 
                                      （住 所）         
                     （⽒ 名）        
 
       年 ⽉ ⽇申請の                     は、  

都市計画法（昭和43年法律第100号）第43条第１項の規定により、許可します。 
      ただし、次の条件を守らなければなりません。 
 
         年(  年) ⽉ ⽇ 
                        北海道知事 
                                        （  総合振興局⻑（振興局⻑）） 
 

     １  許可の内容は、次のとおりとします。 
 

（１）    の所在地 
 
 
（２）    の敷地⾯積 

平⽅メートル 
 

（３）    の⽤途 
 
 

     ２  許可の条件は、次のとおりとします。 
 

    教     ⽰ 
１ この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った⽇の翌⽇から起

算して３⽉以内に、北海道開発審査会に審査請求をすることができます。 
２ この処分について不服がある場合には、前項の審査請求に対する裁決があったことを知

った⽇の翌⽇から起算して６⽉以内に北海道（訴訟において北海道を代表する者は、北海
道知事となります。）を被告として、○○地⽅裁判所に処分の取消しの訴えを提起するこ
とができます。 

  ただし、裁決があったことを知った⽇の翌⽇から起算して６⽉以内であっても、裁決の
⽇の翌⽇から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな
ります。 

 
                                        （    部    課    係） 
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別記第１３号様式 
 

⼀   般   条   件 
 
１．許可内容に変更が⽣じた場合は、変更⼯事を⾏う前に許可権者の指⽰を受け、変更の許可申請を

⾏うこと。 
２．防災⼯事については、次の事項を守り施⾏のこと。 
（１）防災⼯事が完了したときは、すみやかに許可権者に連絡し確認を受けること。 
（２）⼯事⼯程に変更が⽣じたときは、すみやかに許可権者に連絡し指⽰を受けること。 
３．既に⼯事に着⼿した⼯事を廃⽌するときは、防災措置等について許可権者の指⽰を受けること。 
４．⼯事中において、⼤⾬警報等により災害が発⽣すると予想される場合は、災害防⽌のための措置

をとること。なお、災害が発⽣したときは、すみやかにその状況と措置した内容について許可権者
に報告すること。 

５．完了検査の際、明視できなくなる構造物の鉄筋組⽴等を施⼯するときは、すみやかに許可権者に
連絡し、指⽰を受けること。 

６．申請区域の外郭境界を明⽰し、隣接地に⽀障ないよう⼯事を⾏うこと。 
７．各敷地境界杭を完了検査までに設置すること。 
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別記第１４号様式（１） 
 

⼯事の施⾏に伴う注意事項 
 
 この許可⼯事に当っては、下記の点に注意し実施して下さい。 

記 
１．⼯事に着⼿したときは、すみやかに着⼿届を提出すること。 
２．許可済標識を現場の⾒やすい箇所に掲⽰すること。 
３．許可にあたり附加された条件に違反した場合は、監督処分を受けることがあるので遵守する

こと。 
４．⼯事施⾏のため使⽤する道路は、使⽤中努めて汚損しないようにし、常に清掃、補修を実施

すると共に、⼯事完了後は直ちに使⽤前の状態まで復旧すること。 
５．既設道路の横断管理施設⼜は道路沿いに⼯事を施⾏する場合は、道路管理者及び所轄警察署

⻑の許可を受けること。なお、道路の通⾏⽌、⽚側通⾏等の必要がある場合は、所定の交通標
識を設置し施⾏すること。 

６．⼯事の進⾏状況は、別添「現場写真撮影要領」により記録すること。 
７．⼯事が完了したときは、すみやかに完了届を提出すること。なお、完了届には⼯事施⾏状況

写真、完了実測図（排⽔施設、道路の出来⾼と勾配、区画と公共施設⽤地の 分割数値を表⽰
したもの（分筆図））を添付すること。 

８．積雪時期の完了検査は、検査不能となるので検査時期は積雪時期を避けるよう計画するこ
と。 

９．⼯事の完了公告があるまでは、建築物（特定⼯作物）は建築（建設）できない。 
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別記第１４号様式（２） 
 

現 場 写 真 撮 影 要 領 
 
１．撮影の⽬的 

⼯事が適正に施⾏されたかを後⽇確認するための資料とすることを⽬的とし、完了検査にお
いて明視できない部分を主体に記録するものとする。 

２．注意事項 
（１）⼯事の進⾏に伴い、⼯事種別毎に撮影し、⼯事完了までに整理のうえ、⼯事完了届出書

に添付して提出すること。 
（２）後⽇明視できない箇所は、その撮影時点を逸しないようにすること。 
（３）写真の⼤きさは、⼿札版程度とし、アルバムには⼯事種別毎に施⾏順序にしたがって貼

付し、各写真毎に記号を記⼊すること。 
（４）撮影には、被写体にスケール、ポ−ル、箱尺などを当て、構造物の⼨法は明確に読み取

れるようにし、次の事項を記⼊した⼩⿊板を写し込むこと。 
  ア ⼯事名  イ ⼯種  ウ 撮影年⽉⽇  エ 位置  オ 設計⼨法  
  カ 実測⼨法 キ 略図 

３．撮影⽅法 
（１）造成地全域及び各構造物の設置状況の明⽰を⾏うもの 
  ア 着⼿前の状況 
  イ 完了後の状況 
  （注意）同⼀の場所から撮影すること。 
（２）⼯事種別毎の施⾏状況及び形状⼨法の明⽰を⾏うもの 
  ア 構造物の床堀り及び基礎⼯事の施⾏状況と形状⼨法 
  イ 擁壁⼯（裏込めコンクリートを含む）の透⽔⼯及び⽔抜⼯の施⾏状況と形状⼨法 
  ウ 鉄筋コンクリート構造物の配筋状況と形状⼨法 
  エ 法⾯保護⼯、整地⼯の施⼯状況 
  オ 防災⼯事、その他⼯事の施⼯状況 
  （注意）擁壁⼯及び透⽔層は、基礎から⾼さ１ｍを増す毎に撮影すること。 
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別記第１６号様式 
 
        開発許可に基づく地位の承継承認通知書  

承 
 

認 
 

通 
 

知 
 

欄 

 
この申請に係る開発許可に基づく地位の承継については、次の条件を付して

承認します。 
 
    承認  第       
 
        年(  年)  ⽉  ⽇ 
 
                                    様 
 
                                                                         印 

条 件 
 

 
 開 発 許 可 番 号 及 び 年 ⽉ ⽇ 第  号     年(  年)   ⽉   ⽇ 

 
 開 発 区 域 の ⾯ 積 ㎡ 

 
 開発区域に含まれる地域の名称  

 
 被 承 継 ⼈ 住 所 ⽒ 名  

 
   備           考 
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別記第１７号様式 
  

  第     回⽬ 
 

都 市 計 画 法 に 係 る 完 了 検 査 調 書 
 検査年⽉⽇            年      ⽉      ⽇ 

 検 査 員                            

 申 請 者   許   可  第  号   年  ⽉  ⽇ 

 施⾏地域   施⾏⾯積                          ㎡ 
 
 
                               検   査   内   容  

検  査  項  ⽬   可  不可 指  摘  事  項 

 施 ⾏ 区 域    

 予定建築物等に対する宅地割    

道 
 
 
 
 
 
 
 

路 

 位          置    

 ⼱          員    

 勾          配    

 隅          切    

 歩 ⾞ 道 分 離    

 定          規    

 接 続 先 道 路    

公 
 

園 
 

・ 
 

広 
 

場 

 位          置    

 ⾯          積    

 形   状  ・  勾   配    

 安   全   措   置    

 ⾬ ⽔ 等 の 排 除 施 設    

 1 , 0 0 0 ㎡ 以 上 の 出 ⼊ ⼝    

排 
 
 
 
 
 

⽔ 

 位          置    

 形   状  ・  ⼨   法    

 勾          配    

 ⽬   地   基   礎    

 流   末   ⽔   路    
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検 査 項 ⽬ 可 不可 指  摘  事  項 
 

      
環 
境 
の 
保 
全 

 樹 ⽊ ⼜ は 樹 ⽊ の 集 団 の 保 存    
 表 ⼟ の 保 全    
 緩     衝     帯    

給 
⽔ 
施 
設 

 取   ⽔   ⽅   法    
 管          網    
 能          ⼒    
 ⽔          質    

消 
防 
⽔ 
利 

 位          置    
 種          別    
 能          ⼒    

擁 
 
 
 

壁 

 位          置    
 ⼨          法    
 勾          配    
 配          筋    
 裏 込 透 ⽔ 層    
 ⽔     抜     ⽳    
 基          礎    

地 
盤 
の 
安 
全 

 軟 弱 地 盤 の 処 理    
 切⼟・盛⼟によるすべり防⽌    
 盛 ⼟ の 締 固 め    
 宅 地 勾 配    
 擁 壁 以 外 の 法 ⾯ 保 護    

   そ     の     他    
    
    
    
    
    

総       評    
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別記第１８号様式 
 
 
北海道告⽰第     号 
 
 
 
 
  都市計画法（昭和43年法律第100号）    の規定による次の開発⾏為に関する⼯事は、
完了した。 
 
 
              年  ⽉  ⽇ 
 
 
 
 
                                                 北海道知事 
 
 
 
1. 開発区域⼜は⼯区に含まれる地域の名称 
 
 
 
 
 
2.  開発許可を受けた者の住所及び⽒名 
 
 
 
 
 
3.  開発許可年⽉⽇及び番号 
  



 
10-64 

別記第１９号様式 
 
 
          都市計画法に基づく開発⾏為に関する⼯事の完了 
 
 
 
北海道告⽰第     号 
 
 
 
                                    
  都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第 項の規定による次の開発⾏為に関する⼯事
は、完了した。               
 
 
              年  ⽉  ⽇ 
 
 
                                                    北海道知事  ⽒       名 
 
 
1  (1) 開発区域⼜は⼯区に含まれる地域の名称 
 
   (2) 開発許可を受けた者の住所及び⽒名 
 
   (3) 開発許可年⽉⽇及び番号 
 
 
2  (1) 開発区域⼜は⼯区に含まれる地域の名称 
 
   (2) 開発許可を受けた者の住所及び⽒名 
 
   (3) 開発許可年⽉⽇及び番号 
 
 
注 1  2件以上の⼯事について、同時に告⽰する場合に使⽤すること。 
    2  不要の⽂字は、抹消して使⽤すること。 
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別記第２０号様式 
 
北海道    総合振興局（振興局）告⽰第    号 
 
 
 開発⾏為に関する⼯事のうち公共施設に関する⼯事が完了したので、都市計画法（昭和43
年法律第100号）第36条第3項の規定により、次のとおり公告する。 
 
 
             年  ⽉  ⽇ 
 
 
                                北海道   総合振興局⻑（振興局⻑）⽒      名 
 
 
 
 
1. 開発⾏為許可年⽉⽇及び番号 
 
                   年  ⽉  ⽇   第    号 
 
2. 開発区域⼜は⼯区に含まれる地域の名称 
 
 
 
3. 公共施設の種類 
 
 
 
4. 公共施設の位置及び区域 
 
 
 
5. 開発許可を受けた者の住所及び⽒名 
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別記第２１号様式 
 

 
                    開 発 登 録 簿 閲 覧 票 

閲覧者の 

住 所  

⽒ 名                             

閲覧しようとする⼟地名 
開 発 者 の ⽒ 名  

開 発 区 域 の 所 在  

※ 
 
 

備 
 
 

考 
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  都市計画法による開発⾏為等施⾏状況報告書（その１）             所属 ⽉分

                    37条

承認

件数 ⾯  積 ⼿ 数 料 件数 ⾯  積 件数 ⾯  積 件数 ⾯  積 件数 ⾯  積 ⼿ 数 料 件数 ⾯  積 件数 ⾯  積 件数 ⾯  積 件数 ⾯  積 告⽰ 件数 告⽰ 件数
総体 （部分）

注 1. 法第81条に基づく監督処分を⾏った時は、その詳細について監督処分等報告書により記載すること。
2. 毎⽉の計と、累計についても記載すること。
3. 36条の完了検査において、部分完了（⼯区分け等）を⾏った⾯積（数値）を記載すること。（総体⾯積を加算する必要はなし）

計
都 市 計 画 外

準 都 市

準 都 市

準 都 市

調 整

市 街 化
調 整
⾮ 線 引

市 街 化

市 街 化
調 整
⾮ 線 引

  34 条 の ２ 第 １ 項

開発⾏為協議申請 協議同意

  29 条 第 １ 項 ⼜ は 第 ２ 項
市
町
村
名

適
⽤
条
⽂

変更協議の同意変 更 許 可 変更協議の申請
区
 
 
域

変更許可の申請許可開発⾏為許可申請

準 都 市

都 市 計 画 外
計

都 市 計 画 外
計

市 街 化

計

市 街 化
調 整
⾮ 線 引

都 市 計 画 外

準 都 市

準 都 市

調 整
⾮ 線 引⽉計

累計

（部分完了検査）
⾯  積

 35   条   の   2 36      条

公共完了検査 総体完了検査

都 市 計 画 外

計
市 街 化

計

⾮ 線 引
調 整

都 市 計 画 外

⾮ 線 引
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別紙 １ 
別記第２２号様式 
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  都市計画法による開発⾏為等施⾏状況報告書（その２）                                                                              所属 ⽉分

                 42条

許可 許可 許可 協議 同意

件数 ⼿数料 件数 件数 ⼿数料 件数 件数 ⼿数料 件数 件数 件数 件数 ⼿数料 件数 ⼿数料 件数 件数 ⼿数料

注 1. 法第81条に基づく監督処分を⾏った時は、その詳細について監督処分等報告書により記載すること。
2. 毎⽉の計と、累計についても記載すること。
3. 36条の完了検査において、部分完了（⼯区分け等）を⾏った⾯積（数値）を記載すること。（総体⾯積を加算する必要はなし）

準 都 市

準 都 市

準 都 市

準 都 市

45条

申請 申請  申請

 41  条

調 整

調 整
⾮ 線 引

準 都 市

準 都 市

調 整
⾮ 線 引

47条  81条 60条
（第3号）

43条
市
町
村
名

区
 
 
域

適
⽤
条
⽂

（第1号）
  地位の承継 登録簿交付  監督処分 適合証明

市 街 化

市 街 化
計

都 市 計 画 外

⾮ 線 引

都 市 計 画 外
計

市 街 化
調 整
⾮ 線 引

都 市 計 画 外
計

市 街 化

都 市 計 画 外
計

市 街 化

都 市 計 画 外
計

⽉計

累計

⾮ 線 引

都 市 計 画 外
計

市 街 化
調 整
⾮ 線 引

調 整

別紙 １ 
別記第２２号様式 
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別記第２３号様式 
 

予定建築物等以外の建築等許可通知書 

許 
 

可 
 

通 
 

知 
 

欄 

 
 

この申請書に係る建築物等の建築等については、下記の条件を付して許可したので
通知します。 

                               
      第     号指令 
                               
               年(  年)  ⽉     ⽇ 
                              
                               
                                                    印 
 

条件  

１ 申請者の住所・⽒名  

２ 開発許可番号及び年⽉⽇ 第   号     年(  年)  ⽉  ⽇ 

３ 検査済証番号及び交付年⽉⽇ 第   号     年(  年)  ⽉  ⽇ 

４ 予定建築物等以外の建築物若
しくは特定⼯作物を新築し、若し
くは新設しようとする⼟地⼜は
改築し、若しくは⽤途を変更しよ
うとする建築物の存する⼟地の
所在、地番及び⾯積 

 

５ 予定建築物等の⽤途  

６ 予定建築物の変更の申請内容  

７ その他必要な事項  

 
教     ⽰ 

１ この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った⽇の翌⽇から起算し
て３⽉以内に、北海道知事に審査請求をすることができます。 

２ この処分について不服がある場合には、前項の審査請求に対する裁決があったことを知った
⽇の翌⽇から起算して６⽉以内に北海道（訴訟において北海道を代表する者は、北海道知事
となります。）を被告として、○○地⽅裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができ
ます。ただし、裁決があったことを知った⽇の翌⽇から起算して６⽉以内であっても、裁決
の⽇の翌⽇から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな
ります。 

 
                                       （    部    課    係） 
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監 督 処 分 等 報 告 書 
⽉  分  

法区分 命令（勧告） 
年⽉⽇ 

被命令（勧告）者 命 令 （ 勧 告 ） の 内 容 
聴聞年⽉⽇ 市街化調整 

区域の区別 住 所 ⽒ 名 適⽤条⽂ 施⾏場所 命令（勧告）の内容 
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無 許 認 可 ⼯ 事 発 ⾒ ヶ 所 内 訳 表 

⽉  分  

番号 法律別 
建 築 

場 所 
造 成 

造成主住所 ⽒     名 ⾯  積 発⾒年⽉⽇ 聴聞年⽉⽇ ⼯事停⽌ 
命令年⽉⽇ 

防災措置 
命令年⽉⽇ 

処理経過 
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監 察 実 施 報 告 書 

 

市町村別 監 察 
機関別 

延観察 
ヶ所数 

延観察 
⽇ 数 

延観察 
⼈ 数 

無 認 可 発 ⾒ 数 
規 制 法 事 業 法 開 発 ⾏ 為 建 築 ⾏ 為 
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